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１．外部評価の概要（令和７年度 事務事業の外部評価） 

 

（１） ⾏政評価の⽬的 

① 事務事業の改善 

ＰＤＣＡサイクルに基づき、事業の⽬指すべき成果がどの程度達成されているかを検証

することで、継続的に事業の改善を図りながら、成果重視の⾏政運営を推進します。 

② ⾏政の説明責任の向上 

村⺠に評価結果を公表することにより、⾏政活動の⽬的、達成⽬標、評価情報、⾏政の

透明性と村の説明責任を向上させ、⾏政に対する村⺠の理解を深めてもらい、村⺠との

協働に取り組む⾏政運営を推進します。 

③ 職員の意識改⾰ 

⾏政活動の成果や達成度、要した費⽤などを明らかにすることにより、⾏政運営に経営

感覚を取り⼊れ、職員⼀⼈⼀⼈の⽬的意識、コスト意識等の意識改⾰を図るとともに、

評価結果を⾏政活動の⾒直しや新たな企画⽴案に反映させるなど、政策形成能⼒の向上

を図ります。 

 

（２） 外部評価の位置づけ 

⾏政評価における客観性及び透明性をより向上させるため、ＰＤＣＡサイクルに基づき、

学識経験者および住⺠により構成される「⻄郷村⾏政評価推進委員会」により、⾏政の内

部による⾏政評価の結果を、外部（第三者）からの視点で再評価し、業務の⾒直し等につ

いて村へ助⾔を⾏います。 

    

 ・ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価 Check

内部・外部評価

⾒直し Action

事業の⾒直し

計画 Plan

実施計画・予算編成

実⾏ Do

事業の実施
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（３） 評価全体の流れ 

 【内部評価（職員評価）】 

・事務事業評価（担当評価）… 定性評価・定量評価 

・事務事業評価（1 次評価）… 事業の⽅向性・予算の⽅向性・次年度以降の取組等 

・事務事業評価（2 次評価）… 事業の⽅向性・予算の⽅向性・改善点等 

・施策評価 … 基本施策の評価、個別施策の評価、むらづくり指標の達成度 

 

 【外部評価（委員会評価）】 

・評価対象事業の選定 … 実施計画掲載事業の中から、委員会が選定する 

・担当課ヒアリング … 内部評価の結果、資料等を基に、担当課にヒアリングを⾏う 

・評価調書の作成（各委員）… ヒアリング後に委員ごとに評価調書を作成する 

・報告書の作成 … 委員会としての報告書を作成し、村⻑へ提出する 

 

【外部評価（委員会評価）について】 

① 評価対象事業の選定 

本委員会で全ての事務事業の評価を単⼀年度で⾏うことが困難であるため、⾏政評価

基本⽅針に基づき「第四次総合振興計画」に掲げる８つの基本⽬標から、評価対象事

業を⾏政評価推進委員会において８件の事務事業を選定しました。 

令和８年度外部評価の対象として選定した事務事業は、以下のとおりです。 

 

基本

⽬標 
分野名 事業名 担当課 

1 
子ども・子育て・少子

化対策 
保育士加配支援事業 こども未来課 

2 教育・文化・スポーツ 部活動地域移⾏支援事業 文化スポーツ課 

2 教育・文化・スポーツ 村⽴⼩中学校ＩＣＴ環境整備事業 学校教育課 

3 産業・観光・交流 
未来に受け継ぐ持続可能な農業推

進対策事業 
農政課 

3 産業・観光・交流 インバウンド対策誘客促進事業 地域振興課 

5 保健・医療・福祉 温泉掘削事業 企画財政課 

5 保健・医療・福祉 ⻄郷村社会福祉協議会補助⾦ 社会福祉課 

8 ⾏財政運営 新庁舎整備事業 企画財政課 
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② 担当課ヒアリング 

評価対象事業の担当課を招集し、ヒアリングにより事業の詳細を確認しました。 

 

③ 評価調書の作成（各委員） 

内部評価結果、事務事業評価シート及びヒアリングの内容を基に、委員ごとに「評価

調書」を作成した後、委員会としての最終評価をとりまとめました。 

なお、事業の評価は「妥当性」「有効性」「効率性」の視点ごとに評価を⾏った後、総

合評価として以下のとおり判定を⾏っています。 

A︓事業継続 

B︓改善を検討し事業を継続 

C︓事業縮⼩・再構築の検討 

D︓事業廃⽌・凍結の検討 

 

また、事務事業に対する指摘事項や意⾒、提案についても、委員会からの提⾔として

とりまとめています。 
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２．外部評価結果 

 

事務事業 保育士加配支援事業 

担当部署 こども未来課 

基本⽬標 1 希望に満ち、子どもたちが健やかに育つむらづくり 

基本施策 1-2 幼児期の教育・保育の充実 

個別施策 1-2-1 待機児童の解消 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
Ａ 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総合評価 事業継続（Ａ） 

総
評 

保育園が年度当初から保育士を確保するためにも、重要な施策であると認識してい

るが、村⺠や保育従事者のニーズも踏まえ、丁寧な対応を今後も継続していく必要

がある。また、保育士の離職防⽌施策についても検討が必要ではないかと考える。

さらに今後は、特別な支援が必要な子どものサポートをするための「加配」につい

ても検討が必要になってくるのではないかと思案する。 

提
案
・
コ
メ
ン
ト 

① 資格はあっても子育て中、介護中などで働けない、ペーパーで⼀度も就労して

いたことがないなどの潜在保育士へのアプローチも考えるべきで、雇⽤形態な

ども柔軟に検討すべき。 

② 特別な支援を要する子どもに対する「加配」について検討すべき。 

③ 保育士の確保だけでなく、保育園側の年度当初からの保育士確保という側⾯も

担っているため、自治体のみの負担ではなく、国の責任において必要な財政措

置が講じられるよう、国に対して要望をしていくべき。 
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事務事業 部活動地域移⾏支援事業 

担当部署 文化スポーツ課 

基本⽬標 2 自らを高め、共によりよく生きるむらづくり 

基本施策 2-2 家庭・地域の教育⼒向上 

個別施策 2-2-1 学校・家庭・地域の連携促進 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
A 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総合評価 事業継続（A） 

総
評 

当村においては、村内スポーツクラブへ委託できていることから、他市町村よりも

地域移⾏が進んでいることは評価できる。その⼀⽅で、指導者の発掘と確保、育成

や種⽬の拡大、送迎や費⽤の保護者負担などさまざまな課題も顕在化してきてい

る。今後 6 年間地域展開改⾰実⾏期間があるとのことなので、軌道に乗せられるよ

う生徒や保護者のニーズを把握し進めていくべきである。また、スポーツ少年団へ

の広がりについても検討し、⼩中学校の活動を継続的に地域展開できるよう考えフ

ォローしていくべきである。 

提
案
・
コ
メ
ン
ト 

① 改⾰実⾏期間において、継続的にアンケート調査を実施し、生徒や保護者のニ

ーズを⾒極め、教員の負担軽減にもつながる制度改善に努めるべき。 

② 指導者の発掘と確保、育成が課題になると思うが、生徒たちの活動意欲にもつ

ながっていくため、「（仮称）指導者連絡協議会」等を設置し、指導しやすい環

境を構築すべき。 

③ 地域移⾏する種⽬の拡大と文化関係の部活動への拡大も検討するべき。 

④ 家庭環境により土日に参加できない生徒が発生する可能性があるため、送迎に

デマンド交通の利⽤を検討するなど移動⼿段を含めた支援についても検討す

るべき。 
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事務事業 村⽴⼩中学校ＩＣＴ環境整備事業 

担当部署 学校教育課 

基本⽬標 2 自らを高め、共によりよく生きるむらづくり 

基本施策 2-3 教育環境の整備 

個別施策 2-3-3 計画的な施設・設備の更新 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
A 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総合評価 事業継続（A） 

総
評 

ＩＣＴ環境の整備は必要なことではあるが、村の財政負担が大きいため、国の責任

において必要な財源措置が講じられるよう国に対して要望していくべきである。ま

た、児童生徒にとって環境整備とともに最も大事なことは、ＩＣＴ活⽤による児童

生徒の学習⾯での効果があったのかという視点に⽴つことである。今後は効果が把

握できる成果指標を検討し、成果を検証していくべきである。 

提
案
・
コ
メ
ン
ト 

① ＩＣＴ支援員業務委託料について、村職員の活⽤を考えるとのことなので、来

年度実施に結びつけ、経費削減につなげていくこと。 

② 個別最適化な学びを実践するため、共同調達したソフトウェアだけでなく、初

歩的なものや高度なものなど必要なものを吟味・検討すること。 
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事務事業 未来に受け継ぐ持続可能な農業推進対策事業 

担当部署 農政課 

基本⽬標 3 活⼒ある、交流とふれあいのむらづくり 

基本施策 3-1 農林業の振興 

個別施策 3-1-2 担い⼿の確保・経営強化 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
Ａ 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総合評価 事業継続（Ａ） 

総
評 

農業経営において、安定的な収⼊を確保することが難しい⼀⽅、農業機械や資材等

の価格高騰により経営コストが増大している状況をふまえると、本事業による支援

は重要であると考える。また、担い⼿の確保という観点からも必要な事業である。

今後の担い⼿確保を考えるうえで、空き家・移住等の事業との連携や補助のあり⽅

など要綱の改正について検討すべきである。さらに、今後の村の総合農業政策や他

課事業との連携強化を検討する委員会などを設置すべきであると考える。 

提
案
・
コ
メ
ン
ト 

① 担い⼿確保のためにも、空き家・移住等の事業との連携を検討するべき。 

② 離農防⽌や新たな担い⼿確保のためにも、補助⾦額の増額を検討するべき。た

だし、毎年同じ農業者へ補助するなどの偏りが生じることのないよう、要綱改

正を検討する際、補助対象者や要件などを吟味すること。 

③ 対象者は規模的に農業機械を購⼊ではなく、リースしている⽅も多いと考えら

れるため、今後はリースを支援対象に含めるなど、農家の実態やニーズを踏ま

えた制度設計を検討するべき。 

④ 補助⾦を交付することが⽬的ではなく、成果が重要であるので、どのような成

果があったのかを把握し、事業評価していくべき。 
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事務事業 インバウンド対策誘客促進事業 

担当部署 地域振興課 

基本⽬標 3 活⼒ある、交流とふれあいのむらづくり 

基本施策 3-3 観光・交流の活性化 

個別施策 3-3-2 情報発信・観光プロモーション 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
B 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
Ｃ 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
Ｃ 

総合評価 改善を検討し事業を継続（B） 

総
評 

インバウンド需要の取り込みは重要である。昨年度造成した体験型アクティビティ

の強みを活かす場合、台湾⼈観光客よりも欧米や南半球からの誘客を視野に⼊れる

べきではないか。事業開始から 2 年⽬を迎えた現在も、台湾⼈向けのツアー等構築

の実績は確認できておらず、仮に今後も台湾市場をターゲットとするのであれば、

ニーズのさらなる詳細な分析が不可⽋である。これらを踏まえ、これまでの事業⽅

針を抜本的に⾒直し、実態に即した戦略の再構築を図るべきである。 

提
案
・
コ
メ
ン
ト 

① ターゲットを絞るのではなく、世界中のさまざまな国々へ浸透を図るべきであ

り、村内観光地をＳＮＳ等でフォローしてもらい、自国へＰＲしてもらう施策

（キャンペーン）など、今までとは違う⽅法を模索すべき。 

② 台湾⼈も取り込みたいと考えるならば、体験型アクティビティではなく、食を

通じて誘致するなどもっと細かいニーズを把握すべき。 

③ 地元企業などと連携し、地域の魅⼒を発掘・発信するとともに、最終⽬的であ

る地域経済の活性化につながる取り組みを検討すべき。 
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事務事業 温泉掘削事業 

担当部署 企画財政課 

基本⽬標 5 自分らしく生き、笑顔があふれるむらづくり 

基本施策 5-1 健康づくりの推進 

個別施策 5-1-1 健康づくりの推進 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
Ｃ 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
C 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
C 

総合評価 事業縮小・再構築の検討（Ｃ） 

総
評 

掘削に 2 億円以上を投⼊しているが、今後の施設建設費や改修費、維持管理費を考

慮すると、この事業自体に無理があったのではないか。原点に戻って温⽔プール、

温泉施設にこだわることなく、現状の状態で何ができるのかを⺠間等の意⾒を参考

に検討すべきである。なお、住⺠の要望などを踏まえ、費⽤対効果を⼗分に検証し

たうえで、具体的な活⽤⽅法を検討していくべきである。 

提
案
・
コ
メ
ン
ト 

① 掘削が完了し、当初⽬的であった温⽔プール電気料の削減が実現できないと判

断されるのならば、温泉の今後の利活⽤については、改めて慎重に検討すべき。 

② 温泉を活⽤した健幸づくり基本構想についても、費⽤対効果を⼗分に検討し、

イニシャルコストやランニングコストを意識しながら利活⽤を進めるべき。 

③ 温⽔プールや温泉施設について、どちらも利活⽤が難しいと判断される場合

は、⺠間等の意⾒を参考に現状の状態で何ができるのかを検討すべき。 
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事務事業 ⻄郷村社会福祉協議会補助⾦ 

担当部署 社会福祉課 

基本⽬標 5 自分らしく生き、笑顔があふれるむらづくり 

基本施策 5-5 地域福祉の充実 

個別施策 5-5-1 ボランティア・福祉団体等の活動支援 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
Ａ 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総合評価 事業継続（Ａ） 

総
評 

⾮営利事業を主として担う社会福祉法⼈への⼈件費に対する補助⾦措置は妥当で

あると考える。しかしながら、適切な事業別会計の運⽤に向けた指導を強化すると

ともに、⼈件費補助⾦を各事業の実態に即した補助⾦として交付する仕組みへと⾒

直すことを検討すべきである。 

提
案
・
コ
メ
ン
ト 

① 営利事業と⾮営利事業の会計について、事業別会計の指導を徹底し、どの事業

に補助をすべきか、適切な補助⾦のあり⽅を検討すべき。 

② 村担当課で決算書のチェックが難しいのであれば、外部の専門家に監査しても

らうことも検討すべき。 

③ この補助⾦によって、住⺠への支援や地域福祉がどのように充実したのか、成

果がわかる指標について検討すべき。 
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⻄郷村⾏政評価推進委員会 評価報告書 

 

事務事業 新庁舎整備事業 

担当部署 企画財政課 

基本⽬標 8 共に考え、協働するむらづくり 

基本施策 8-2 持続可能なむらづくりの推進 

個別施策 8-2-4 計画的な施設・設備の更新 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
Ａ 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総合評価 改善を検討し事業を継続（B） 

総
評 

当初計画と比較して、資材の高騰などにより事業費が増加し、それに伴い地⽅債の

借⼊額が増加している点については、今後の財政負担を踏まえ、引き続き注視する

必要がある。その⼀⽅で、村⺠がより安⼼安全に暮らしていくためのシンボルとし

て、またより⾝近に利⽤できる拠点となるための防災公園の完成が楽しみである。 

提
案
・
コ
メ
ン
ト 

① 維持管理費について、想定通りに抑えられていくことを望む。また、データが

蓄積されていくごとに、少しでも必要経費が削減できないか検証を進めていく

べき。 

② 村⺠、職員の意⾒に⽿を傾け、利活⽤する⽅が満⾜できる施設になることを望

む。 

③ 令和 8 年度をもって庁舎周辺の整備は⼀区切りを迎えることになるが、これ

までの拠点づくり構想においては、文化センターやまるごと⻄郷館を含めた⼀

帯の活性化が図られていたはずである。今後は未整備となっている文化センタ

ー周辺についても視野に⼊れ、当初の全体構想に即したトータルな整備を推進

していくべきである。 
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⻄郷村⾏政評価推進委員会 評価報告書 

 

３．総評 

 

 本報告書は、2017 年度に策定された第四次総合振興計画の施策に対して、⻄郷村⾏政評価

推進委員会による外部評価の結果を報告するものです。 

 今年度は、第四次総合振興計画に掲げる８つの基本⽬標の中から５つを選び、子育て、教

育、農業、観光、健康づくり、福祉、庁舎整備と幅広い分野にわたる８つの事務事業を評価対

象として選定しました。各事業について所管課に綿密なヒアリングを実施したうえで、委員

が村⺠としての生活者の視点と、各自の専門的知⾒の両⾯から評価を⾏い、具体的な提⾔・

提案をまとめました。 

 ８つの事業に対する判定結果は、「A（事業継続）」が 5 事業、「B（改善を検討し事業を継

続）」が 2 事業、「C（事業縮⼩・再構築の検討）」が 1 事業となりました。「C」と判定した事

業は、当初の⽬的の達成が難しい状況にあります。また、「B」と判定した事業の中にも、⼗

分な成果が確認できていないものがあります。これらの事業については、事業の本来の⽬的

に⽴ち返り、その達成に向けて⼿段や⽅法を⾒直していただきたいと思います。「A」と判定

した事業についても、「妥当性」は高いものの、「有効性」と「効率性」の観点では課題がある

と評価しています。 

 委員からの提⾔・提案には、共通する論点がみられます。第⼀に、住⺠や利⽤者のニーズ

を的確に把握し、事業の改善に生かすことです。第⼆に、慎重な財政運営です。⻄郷村は地

⽅交付税の不交付団体であり、財政⼒は相対的に高い⽔準にあります。しかし、大規模な事

業に伴う地⽅債の発⾏や施設の維持管理費は、将来の財政を圧迫するおそれがあり、財政運

営は引き続き慎重に⾏う必要があります。また、国の責任において財源保障がなされるべき

ものについては、村が単独で負担を抱え込むことなく、国に対して必要な財源措置を要望し

ていくことも重要です。第三に、分野を越えた連携です。事業の枠や担当課を越えて取り組

むことで、事業の効果を高めることができると考えます。 

 委員からの提⾔・提案を参考にして、来年度の予算や事業の⾒直し・改善に取り組んでい

ただきたいと思います。 

 ⻄郷村の⾏政評価は 2018 年度からはじまり、今年度で 9 年⽬を迎えました。2024 年度

からは、委員からの提⾔・提案が次年度予算にどのように反映されたかについて説明がなさ

れるようになり、評価結果を予算や事業に結びつける仕組みが定着しつつあります。⾏政評

価は提⾔・提案をして終わるものではなく、それを事業の改善に結びつけ、評価と改善を積

み重ねることではじめて効果を発揮するものです。今後も⾏政評価をより実効性の高いもの

へと発展させていくことを期待します。 
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⻄郷村⾏政評価推進委員会 評価報告書 

 

 最後に、⾏政評価にご協⼒いただいた職員のみなさんに感謝します。住⺠にとって暮らし

やすい⻄郷村を実現するために、より⼀層ご尽⼒いただけますようお願いしたいと思います。 

 

                            ⻄郷村⾏政評価推進委員会 
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⻄郷村⾏政評価推進委員会 評価報告書 

 

４．資料 

 

（１） ⻄郷村⾏政評価推進委員会 委員 

任期︓令和７年 8 ⽉ 3 日〜令和 9 年 5 ⽉ 31 日 

 氏 名 備考 

1 藤原 遥 会⻑ 

2 居川 孝男 職務代理者 

3 田邉 敏捷  

4 
勝⼜ 千賀子 （〜R8.10.17） 

佐藤 敏⺒ （R8.10.18〜） 

5 菊地 幹雄  

6 菊地 陽子  

7 島田 弘美  

8 庄司 実野⾥  

9 
古川 晃 （〜R8.3.31） 

大高 秀夫 （R8.4.1〜） 

 

（２） ⻄郷村⾏政評価推進委員会（外部評価）の開催経過 

会議 開催日 内容 

第 1 回 R8.8.3 
・外部評価の実施⽅法について 

・評価対象事業の選定 

第 2 回 R8.9.25 ・外部評価の実施（担当課ヒアリング） 

（書⾯） 〜R8.10.2 ・評価調書の作成 

第 3 回 R8.10.30 ・評価報告書（案）の確認と校正 

（提出） R8.11.2 ・評価報告書を村⻑へ提出 

 

（３） 内部評価シート（施策評価）について 

担当課等による内部評価の結果について、巻末に添付いたします。 
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令和８年度（令和７年度実施事業分） 

基本施策評価シート 

（⻄郷村提供資料） 
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位

基
準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

学
教

全
国

学
力
・
学

習
状

況
調

査
平

均
正
解

答
率

の
全

国
比
（
小

学
校
）

％
－

－
-
3
％

超
-
3
％

超
+
3
％

超
±

3
%
未

満
+
3
％

超
2
-
1

学
校

教
育

の
充

実
B

学
教

全
国

学
力
・
学

習
状

況
調

査
平

均
正
解

答
率

の
全

国
比
（
中

学
校
）

％
－

－
-
3
％

超
-
3
％

超
-
3
％

超
-
3
%超

+
3
％

超
2
-
2

家
庭

・
地

域
の

教
育

力
向

上
Ｃ

学
教

全
国

体
力
・
運

動
能

力
、
運

動
習

慣
等
調

査
平

均
値

の
全

国
比
（
小

学
校
）

％
9
9
.1

9
7
.3

9
8
.3

9
9
.1

1
0
3.
2

1
0
1.
9

1
0
2.
0

2
-
3

教
育

環
境

の
整

備
B

学
教

全
国

体
力
・
運

動
能

力
、
運

動
習

慣
等
調

査
平

均
値

の
全

国
比
（
中

学
校
）

％
1
0
5.
1

1
0
2.
4

1
0
7.
9

1
1
3.
7

1
0
9.
4

1
0
2.
3

1
0
3.
0

2
-
4

生
涯

学
習

の
推

進
B

学
教

実
用

英
語

検
定
３
級

以
上

取
得

率
（
中

学
３
年

生
）

％
1
5
.0

4
7
.7

2
8
.1

5
0
.3

4
3
.2

3
6
.2

3
5
.0

2
-
5

ス
ポ
ー
ツ
の

推
進

A

学
教

IC
T
を
活

用
し
た
授

業
の

割
合

％
－

9
0
.0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0
 

2
-
6

芸
術

・
文

化
の

振
興

B

学
教

子
ど
も
避

難
の

家
登

録
件
数

件
2
6
0

2
6
4

2
6
4

2
5
3

2
4
0

2
4
1

3
0
0

学
教

子
ど
も
の

安
全

見
守
り
隊

員
数

人
8
7

8
1

8
2

8
8

8
8

8
7

1
0
0

学
教

指
導

主
事
・
学

校
教

育
推

進
員

の
派
遣

回
数

回
2
6

9
4

9
5

1
1
8

9
6

9
8

1
0
0

方
向
性

方
向
性

学
教

学
校

評
価
「
施

設
整

備
」
分

野
へ

の
評
価

（
４
点

満
点
）

点
3
.3
6

3
.3
0

3
.3
0

3
.3
3

3
.3
0

3
.3
3

3
.5
0

2
-
1
-1

豊
か
な
心

の
育
成

維
持
・
継

続
2
-
3
-5

就
学

支
援

の
充
実

維
持
・
継

続

学
教

通
学

路
安

全
点

検
修

繕
箇
所

箇
所

2
/
28

1
0
/
40

1
2
/
41

1
5
/
41

2
0
/
47

2
2
/
49

1
5
/
40

2
-
1
-2

確
か
な
学

力
の

向
上

維
持
・
継

続
2
-
4
-1

公
民

館
活

動
の

充
実

維
持
・
継

続

文
ス

奨
学

金
制

度
の

利
用

者
数
（
累

計
）

人
3

7
3

8
0

8
8

9
6

1
0
4

1
2
0

2
-
1
-3

健
や

か
な
体

の
育
成

維
持
・
継

続
2
-
4
-2

人
材

育
成
・
学

び
の

循
環

の
推
進

維
持
・
継

続

文
ス

公
民

館
事

業
に
参

加
し
た
人
数

円
4
,3
8
0

4
,9
0
9

7
,6
3
4

8
,8
9
2

8
,9
1
5

8
,8
4
0

5
,0
0
0

2
-
1
-4

特
色
あ
る
教

育
の

推
進

維
持
・
継

続
2
-
4
-3

読
書

活
動

の
充
実

維
持
・
継

続

文
ス

西
郷

村
単

位
制

総
合

大
学

在
校

生
数

人
4
4

4
4

4
9

4
9

4
8

4
7

5
0

2
-
1
-5

時
代
に
対

応
し
た
教

育
の

推
進

維
持
・
継

続
2
-
4
-4

生
涯

学
習

拠
点
・
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
施

設
の

整
備

維
持
・
継

続

文
ス

図
書

室
貸
し
出

し
冊

数
冊

5
,8
9
4

8
,1
0
1

6
,7
3
2

6
,3
6
8

6
,9
9
3

6
,5
2
0

1
0
,0
0
0

2
-
1
-6

特
別

支
援

教
育

の
充
実

維
持
・
継

続
2
-
5
-1

ス
ポ
ー
ツ
に
親

し
む
機

会
の

充
実

維
持
・
継

続

文
ス

集
会

施
設

等
稼

働
率

％
1
4
.0

1
1
.1

1
0
.6

1
2
.7

1
3
.1

1
4
.5

1
5
.6

2
-
2
-1

学
校
・
家

庭
・
地

域
の

連
携

促
進

維
持
・
継

続
2
-
5
-2

競
技
ス
ポ
ー
ツ
の

推
進

維
持
・
継

続

文
ス

ス
ポ
ー
ツ
大

会
、
教

室
等

の
参

加
人
数

人
2
,4
7
2

1
5
,6
0
7

1
4
,4
2
0

1
4
,4
8
0

1
8
,8
4
5

2
1
,2
6
5

1
7
,0
0
0

2
-
2
-2

地
域
ぐ
る
み

の
見

守
り
活

動
の

支
援

維
持
・
継

続
2
-
5
-3

ス
ポ
ー
ツ
環

境
の

整
備
・

充
実

維
持
・
継

続

文
ス

村
内
ス
ポ
ー
ツ
施

設
利

用
人
数

人
1
0
4,
5
9
5

1
2
7,
8
9
6

1
3
5,
5
0
5

1
0
5,
5
2
2

1
6
6,
0
0
1

1
5
3,
3
8
4

1
5
0,
0
0
0

2
-
2
-3

家
庭

の
教

育
力

の
向

上
支

援
維

持
・
継

続
2
-
6
-1

良
質
な
芸

術
文

化
に
ふ

れ
る
機

会
の

充
実

維
持
・
継

続

文
ス

文
化

祭
・
美

術
展

等
の

鑑
賞

者
数

人
2
,0
2
6

3
4
3

1
,1
5
9

1
,8
1
0

1
,8
9
5

2
,2
2
1

2
,8
0
0

2
-
2
-4

多
様
な
体

験
・
交

流
活
動

の
充
実

維
持
・
継

続
2
-
6
-2

文
化

活
動

の
促
進

維
持
・
継

続

文
ス

ふ
る
さ
と
西

郷
講

座
受

講
者
数

人
1
2
5

1
4
1

1
7
9

1
9
9

2
2
1

2
3
6

1
5
0

2
-
3
-1

安
全
・
安

心
な
学

校
づ
く
り

維
持
・
継

続
2
-
6
-3

文
化

財
の

保
護
・
活

用
維

持
・
継

続

文
ス

指
定

文
化

財
・
認

定
文

化
財

件
数
（
累

計
）

件
1
1

1
6

1
7

1
7

1
7

1
7

2
0

2
-
3
-2

教
職

員
の

資
質

の
向
上

維
持
・
継

続
2
-
6
-4

伝
統

文
化

の
継

承
支
援

維
持
・
継

続

文
ス

歴
史

民
俗

資
料

館
利

用
人
数

人
2
4
6

1
8
9

1
4
9

2
2
6

2
1
0

2
7
2

2
0
0

2
-
3
-3

計
画

的
な
施

設
・
設

備
の

更
新

維
持
・
継

続
2
-
6
-5

芸
術
・
文

化
活

動
拠

点
の

整
備

休
止
・
廃

止

文
ス

文
化
セ
ン
タ
ー
利

用
件
数

件
1
,3
0
6

1
,5
6
0

1
,7
5
3

1
,8
3
6

1
,9
4
6

2
,0
8
1

1
,8
0
0

2
-
3
-4

安
全
な
通

学
の

確
保

維
持
・
継

続

2
-
6

個
別

施
策
名

個
別

施
策
名

基
本
施

策
評
価

2
-
4

2
-
5

個
別
施
策
の
方
向
性小

中
学

校
の

学
力
を
除

い
て
概

ね
良
好

目
標

の
達

成
が

危
ぶ
ま
れ

る

通
学

路
の

修
繕

が
進
ん
で
い
る

図
書

貸
し
出

し
数

が
減

少
し
て
い
る

目
標
を
達

成
で
き
て
い
る

文
化

祭
・
美

術
展

等
の

鑑
賞

者
数
を
除

い
て
概

ね
良
好

む
ら
づ
く
り
指
標
（令

和
７
年
度
実
績
）

2
-
1

2
-
2

2
-
3

令
和

８
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
７
年

度
実

績
）

基
本
施
策
の
評
価
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基
本

目
標
３
　
活

力
あ
る
、
交

流
と
ふ

れ
あ
い
の
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標
名

単
位

基
準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

農
政

ス
マ
ー
ト
農

業
機

械
等

導
入

補
助

件
数

件
-

-
-

4
3

5
1
2

3
-
1

農
林

業
の

振
興

B

農
政

耕
畜

連
携
に
よ
る
参

加
農

家
の

耕
作
面

積
h
a

1
4
5.
0

1
9
9.
7

1
9
8.
7

2
1
5.
3

2
1
6.
8

2
0
0.
1

2
0
0.
0

3
-
2

B

農
政

認
定

農
業

者
数

人
1
3
5

1
2
3

1
2
3

1
2
3

1
2
5

1
2
1

1
2
3

3
-
3

観
光

・
交

流
の

活
性

化
B

農
政

有
害

鳥
獣

捕
獲
数

頭
1
2
7

1
6
4

2
7
4

3
1
3

4
9
1

4
4
5

3
1
0

農
政

直
売

所
出

品
者

数
（
村

内
人

数
）

人
6
0

1
5
4

1
6
1

1
6
6

1
6
7

1
6
8

1
5
4

農
政

直
売

所
販

売
金
額

千
円

5
,5
0
0

2
1
3,
7
1
0

2
4
0,
2
9
0

2
4
3,
4
3
7

2
5
7,
9
3
5

2
7
3,
9
7
0

2
3
0,
0
0
0
 

農
政

農
地

集
積
率

％
4
5
.8

4
9
.2

5
1
.9

5
3
.0

5
4
.3

5
4
.5

6
0
.0

農
政

森
林

整
備

面
積

h
a

3
2
.0

2
9
.5

4
2
.0

2
2
.1

5
8
.2

2
6
.2

3
5
.0

農
政

松
く
い
虫

被
害

木
処

理
材
積

㎥
1
0
6.
0

9
9
.7

5
4
.0

5
4
.7

5
6
.4

7
0
.7

1
0
5.
0

方
向
性

方
向
性

地
振

製
造

業
従

業
員
数

人
4
,0
4
2

(H
2
8
)

4
,6
0
9

4
,6
0
9

4
,6
0
9

4
,6
0
9

4
,6
0
9

4
,8
0
0

3
-
1
-1

生
産

基
盤

の
整
備

維
持
・
継

続
3
-
3
-4

合
宿

の
里
づ
く
り
の

推
進

拡
大
・
拡

充

地
振

製
造

業
出

荷
額

百
万

円
1
6
2,
4
4
0

(H
2
8
)

2
3
8,
2
8
1

2
3
8,
2
8
1

2
3
8,
2
8
1

2
3
8,
2
8
1

2
3
8,
2
8
1

2
5
0,
0
0
0

3
-
1
-2

担
い
手

の
確

保
・
経

営
強

化
維

持
・
継

続
3
-
3
-5

交
流
・
イ
ベ
ン
ト
の

開
催
・

誘
致

拡
大
・
拡

充

地
振

卸
売
・
小

売
業

販
売
額

百
万

円
3
0
,5
1
4

(H
2
8
)

2
8
,1
5
5

2
8
,1
5
5

2
8
,1
5
5

2
8
,1
5
5

2
8
,1
5
5

3
2
,0
0
0

3
-
1
-3

循
環

型
農

業
の

推
進

維
持
・
継

続
3
-
3
-6

広
域

観
光

の
推
進

拡
大
・
拡

充

地
振

「
イ
ク
ボ
ス
宣

言
・
福

島
県

次
世

代
育
成

支
援

企
業
」
認

定
企

業
数
(累

計
)

円
-

9
1
0

1
0

1
0

1
0

1
4

3
-
1
-4

６
次

産
業

化
の

推
進

維
持
・
継

続
3
-
3
-7

定
住
・
移

住
の

促
進

拡
大
・
拡

充

地
振

東
京
に
し
ご
う
会

会
員
数

人
6
9

1
0
6

8
2

7
2

9
9

1
0
3

1
1
6

3
-
1
-5

森
林

再
生

維
持
・
継

続

地
振

観
光

客
入

込
数

人
3
4
4,
1
7
1

2
5
9,
6
2
2

2
8
9,
3
4
1

3
7
7,
1
2
8

1
,4
40

,2
4
3

4
1
8,
8
1
7

2
7
4,
0
0
0

3
-
1
-6

森
林

の
保

護
・
活

用
維

持
・
継

続

地
振

観
光

客
宿

泊
者
数

人
1
0
1,
9
8
7

7
2
,6
1
3

6
1
,7
3
1

8
9
,8
5
7

1
0
0,
2
2
2

8
8
,1
6
0

9
1
,0
0
0

3
-
2
-1

経
営

基
盤

強
化

支
援

維
持
・
継

続

地
振

イ
ベ
ン
ト
に
よ
る
交

流
人
口

人
2
1
,0
0
0

5
0
0

7
,5
0
0

1
0
,6
5
6

1
0
,9
9
4

1
0
,4
9
4

2
1
,0
0
0

3
-
2
-2

創
業

支
援

維
持
・
継

続

地
振

ス
ポ
ー
ツ
合

宿
で
村

に
訪

れ
た
人
数

人
1
,6
7
6

6
9
7

1
,1
8
8

3
,2
5
6

8
,3
8
0

5
,7
8
4

2
,2
0
0

3
-
2
-3

企
業

誘
致

の
推
進

拡
大
・
拡

充

住
民

転
入

者
数

人
1
,0
0
1

9
7
0

1
,0
4
5

1
,1
3
6

1
,1
7
7

1
,0
8
2

1
,0
1
8

3
-
2
-4

産
学

官
連

携
・
企

業
間
連

携
の

推
進

維
持
・
継

続

3
-
2
-5

多
様
な
働

き
方

の
推
進

維
持
・
継

続

3
-
3
-1

着
地

型
観

光
の

推
進

拡
大
・
拡

充

3
-
3
-2

情
報

発
信
・
観

光
プ
ロ

モ
ー
シ
ョ
ン

拡
大
・
拡

充

3
-
3
-3

観
光

資
源

の
整
備

維
持
・
継

続

令
和

８
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
７
年

度
実

績
）

む
ら
づ
く
り
指
標
（令

和
７
年
度
実
績
）

基
本
施

策
評
価

個
別

施
策
名

個
別

施
策
名

基
本
施
策
の
評
価

個
別
施
策
の
方
向
性ス

マ
ー
ト
農

業
機

械
等

導
入

補
助

件
数
が

伸
び
て
い
な
い

５
年

ご
と
の

調
査

の
た
め
変

動
な
し

宿
泊

者
数

の
減

少
に
歯

止
め
を
か

け
る
必

要
あ
り

3
-
1

3
-
2

3
-
3

商
工

業
の

振
興
・
雇

用
創

出
・
担

い
手

の
確

保
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基
本

目
標
４
　
快

適
に
暮
ら
し
、
利

便
性

の
高
い
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標
名

単
位

基
準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

建
設

歩
道

設
置

延
長

数
（
累

計
）

km
4
8
.5

5
0
.2

5
1
.7

5
1
.8

5
2
.1

5
2
.2

5
4
.2

4
-
1

道
路

・
公

共
交

通
の

整
備

B

建
設

村
道

舗
装
率

％
7
2
.0

7
3
.8

7
4
.2

7
4
.3

7
4
.8

7
5
.1

7
5
.0

4
-
2

A

建
設

歩
道

除
雪

隊
登

録
数
（
累

計
）

団
体

1
2

2
3

2
1

2
1

2
2

2
1

2
5

4
-
3

住
環

境
の

整
備

B

地
振

デ
マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
利

用
人

数
（
1
日

当
た

り
）

人
-

4
2
.3

3
8
.1

3
5
.6

3
9
.1

5
0
.2

5
1
.0

地
振

デ
マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
利

用
者

満
足
度

％
-

6
1
.9

-
-

7
0
.5

-
7
5
.0

水
道

水
道

有
収
率

％
7
8
.9

7
9
.4

7
9
.6

8
4
.8

8
7
.3

8
9
.1

8
1
.9

 
水

道
下

水
道

接
続
率

％
8
9
.3

9
2
.4

9
3
.0

9
3
.6

9
3
.8

9
3
.2

9
3
.5

水
道

水
洗

化
率
（
合

併
浄

化
槽

含
む
）

％
7
9
.7

8
8
.1

8
8
.5

8
9
.0

8
9
.3

8
9
.2

9
1
.0

水
道

水
質

基
準

適
合
率

％
1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

方
向
性

方
向
性

地
振

西
郷

村
空
き
家

バ
ン
ク
制

度
利

活
用
率

％
-

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

1
0
0.
0

4
-
1
-1

計
画

的
な
道

路
整

備
の
推

進
維

持
・
継

続

地
振

住
宅

取
得

費
補

助
金

件
数
（
累

計
）

件
-

7
5
5

6
2

8
9

1
3
1

2
0
0

4
-
1
-2

生
活

道
路

の
安

全
確
保

維
持
・
継

続

建
設

村
営

住
宅

入
居
率

％
9
6
.0

9
6
.0

9
8
.8

9
7
.1

9
5
.9

9
4
.6

1
0
0.
0

4
-
1
-3

除
雪

体
制

の
強
化

維
持
・
継

続

建
設

定
住

促
進

住
宅

入
居
率

％
6
7
.0

5
6
.0

5
2
.0

5
6
.5

6
4
.0

6
2
.9

6
0
.0

4
-
1
-4

道
路

の
長

寿
命
化

維
持
・
継

続

4
-
1
-5

公
共

交
通

網
の

再
編

維
持
・
継

続

4
-
2
-1

汚
水

の
適

正
処
理

維
持
・
継

続

4
-
2
-2

水
の

安
定

供
給
と
水

質
監

視
維

持
・
継

続

4
-
2
-3

上
下

水
道

事
業

の
安

定
経

営
維

持
・
継

続

4
-
2
-4

ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

推
進

維
持
・
継

続

4
-
3
-1

居
住

環
境

の
整
備

維
持
・
継

続

4
-
3
-2

公
営

住
宅

の
整
備

拡
大
・
拡

充

4
-
3
-3

公
園
・
緑

地
の

管
理

維
持
・
継

続

4
-
3
-4

情
報

通
信

基
盤

の
管
理

維
持
・
継

続

4
-
3
-5

コ
ン
パ

ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り

の
推
進

維
持
・
継

続

4
-
1

4
-
2

4
-
3

個
別

施
策
名

個
別

施
策
名

個
別
施
策
の
方
向
性住

宅
取

得
費

補
助

金
件

数
が

伸
び
て
き
て

い
る

令
和

８
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
７
年

度
実

績
）

む
ら
づ
く
り
指
標
（令

和
７
年
度
実
績
）

基
本
施

策
評
価

上
下

水
道

の
整

備

基
本
施
策
の
評
価

デ
マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
の

利
用

人
数
、
満

足
度

共
に
目

標
に
届

い
て
い
な
い

ほ
ぼ

目
標
を
達

成
で
き
て
い
る
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基
本

目
標
５
　
自

分
ら
し
く
生
き
、
笑

顔
が
あ
ふ

れ
る
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標
名

単
位

基
準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

健
ほ

に
し
G
O
コ
コ
カ
ラ
元

気
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参

加
人

数
人

-
1
4
6

1
6
5

1
4
1

3
2
6

4
0
2

3
5
0

5
-
1

健
康

づ
く
り
の

推
進

B

健
ほ

生
活

習
慣

改
善
（
運

動
教

室
等
）
参

加
者

数
人

-
2
,3
7
8

3
,4
5
0

3
,9
0
4

4
,0
0
2

4
,5
7
5

6
,6
0
0

5
-
2

C

健
ほ

特
定

健
康

診
査

受
診
率

％
4
1
.6

4
7
.2

4
7
.9

4
7
.8

4
9
.5

4
9
.4

6
0
.0

5
-
3

高
齢

者
福

祉
の

充
実

B

社
福

お
達

者
度
(6
5
歳

の
日

常
生

活
動

作
が
自

立
し
て
い
る
期

間
の

平
均
)（
男

）
歳

-
1
6
.2
3

-
-

1
6
.2
1

-
1
7
.4
6

5
-
4

障
が

い
者

（
児

）
福

祉
の

充
実

B

社
福

お
達

者
度
(6
5
歳

の
日

常
生

活
動

作
が
自

立
し
て
い
る
期

間
の

平
均
)（
女

）
歳

-
1
9
.5
3

-
-

1
8
.7
9

-
2
0
.6
1

5
-
5

地
域

福
祉

の
充

実
Ａ

健
ほ

か
か
り
つ
け
医

が
い
る
高

齢
者

の
割
合

％
6
9
.3

8
2
.6

8
4
.2

8
4
.2

8
6
.5

6
6
.0

8
5
.0

 
健

ほ
国

民
健

康
保

険
一

人
当

た
り
費

用
額

千
円

2
7
9

2
9
7

3
0
7

3
5
3

3
4
3

3
2
5

 
3
0
0以

下

健
ほ

後
期

高
齢

者
健

診
受

診
率

％
1
7
.9

2
5
.0

2
8
.5

3
0
.0

3
2
.3

3
2
.5

3
0
.0

社
福

要
支

援
・
要

介
護
に
認

定
さ
れ

て
な
い
人

の
割
合

％
8
4
.0

8
4
.7

8
4
.4

8
4
.8

8
4
.6

8
4
.2

8
5
.0

方
向
性

方
向
性

文
ス

人
生

楽
園
ク
ラ
ブ
参

加
者
数

人
7
0

8
3

7
2

9
6

6
6

1
0
5

1
0
0

5
-
1
-1

健
康
づ
く
り
の

推
進

拡
大
・
拡

充
5
-
3
-5

自
立
・
生

活
支

援
の

充
実

維
持
・
継

続

健
ほ

シ
ニ
ア
活

動
支

援
事

業
（
介

護
予

防
運

動
）
実

施
地

区
数

地
区

5
1
1

1
4

1
5

1
5

1
5

1
9

5
-
1
-2

生
活

習
慣

病
予

防
・
が

ん
対

策
の

推
進

維
持
・
継

続
5
-
4
-1

相
続

支
援

体
制

の
強
化

維
持
・
継

続

健
ほ

介
護

予
防

サ
ポ
ー
タ
ー
養

成
数

人
-

1
7

1
0

1
1

8
2
8

3
0

5
-
1
-3

食
育

の
推
進

維
持
・
継

続
5
-
4
-2

社
会

参
加
・
就

労
支
援

維
持
・
継

続

社
福

介
護

保
険

サ
ー
ビ
ス
受

給
率

円
-

8
2
.3

8
4
.8

8
3
.3

8
6
.6

8
8
.9

9
0
.0

5
-
1
-4

こ
こ
ろ
の

健
康
づ
く
り

維
持
・
継

続
5
-
4
-3

障
が
い
福

祉
サ
ー
ビ
ス
の

充
実

維
持
・
継

続

社
福

福
祉

施
設

利
用

者
の

一
般

就
労

へ
の
移

行
者
数

人
-

6
/
65

2
/
62

2
/
71

0
/
79

2
/
1
34

1
0
/
65

5
-
1
-5

感
染

症
予

防
の

推
進

維
持
・
継

続
5
-
4
-4

バ
リ
ア
フ
リ
ー
の

む
ら
づ
く

り
維

持
・
継

続

社
福

地
域

生
活

支
援

事
業

利
用

者
数

人
2
,4
3
9

2
,1
3
9

2
,6
5
6

2
,2
8
8

1
,3
6
5

2
,1
4
0

2
,5
0
0

5
-
2
-1

地
域

医
療

体
制

の
強
化

維
持
・
継

続
5
-
5
-1

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
福

祉
団
体

等
の

活
動

支
援

維
持
・
継

続

社
福

重
度

障
が
い
者

支
援
費

千
円

2
2
,1
1
2

2
5
,8
0
8

2
7
,6
7
1

2
9
,6
9
1

3
0
,4
6
5

3
1
,1
4
0

2
4
,0
0
0

5
-
2
-2

か
か
り
つ
け
医

の
普
及

維
持
・
継

続
5
-
5
-2

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機

能
の
充

実
維

持
・
継

続

総
務

公
共

施
設

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

施
設

4
/
7

5
/
7

6
/
7

6
/
7

6
/
7

7
/
7

6
/
7

5
-
2
-3

適
正

受
診

の
促
進

維
持
・
継

続
5
-
5
-3

安
全
・
安

心
の

確
保

拡
大
・
拡

充

社
福

福
祉

関
連
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
人

数
人

3
0

1
0

3
1

2
1

1
0

5
-
2
-4

国
民

健
康

保
険

制
度

へ
の

支
援

維
持
・
継

続
5
-
5
-4

生
活

困
窮

者
支

援
の

実
施

維
持
・
継

続

社
福

生
活

困
窮

者
支

援
事

業
に
よ
る
就

労
者

数
人

-
2
/
1
34

4
/
65

2
/
37

5
/
39

3
/
31

5
/
1
00

5
-
2
-5

後
期

高
齢

者
医

療
制

度
へ

の
支
援

維
持
・
継

続

5
-
3
-1

社
会

参
加
・
生

き
が

い
づ
く

り
維

持
・
継

続

5
-
3
-2

地
域

包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

の
充
実

維
持
・
継

続

5
-
3
-3

介
護

サ
ー
ビ
ス
の

充
実

維
持
・
継

続

5
-
3
-4

高
齢

者
の

権
利

擁
護

維
持
・
継

続

5
-
4

5
-
5

個
別

施
策
名

個
別

施
策
名

5
-
2

5
-
3

個
別
施
策
の
方
向
性

令
和

８
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
７
年

度
実

績
）

む
ら
づ
く
り
指
標
（令

和
７
年
度
実
績
）

基
本
施

策
評
価

5
-
1

医
療

の
充

実

基
本
施
策
の
評
価

お
達

者
度

が
男

女
共
に
低

下
し
て
い
る

か
か
り
つ
け
医

が
い
る
高

齢
者

の
割

合
が

落
ち
て
い
る

全
般

的
に
数

値
が

低
い

重
度

障
が
い
者

支
援

費
が

増
加
し
続

け
て

い
る

福
祉

関
連
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が

確
保
で
き
て
い

る
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基
本

目
標
６
　
自

然
と
共

生
し
、
環

境
に
や
さ
し
い
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標
名

単
位

基
準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

住
民

一
斉

清
掃
に
参

加
し
た
世

帯
の

割
合

％
6
2
.8

4
9
.3

8
1
.4

8
6
.2

8
4
.4

8
6
.8

5
0
.0

6
-
1

自
然

環
境

の
保

全
と
共

生
B

住
民

不
法

投
棄

監
視

サ
ポ
ー
タ
ー
数

（
累

計
）

人
-

1
6

2
1

2
1

2
2

2
6

3
0

6
-
2

C

住
民

河
川

の
水

質
保

全
（
B
O
D
)

m
g/
l

1
.3

1
.5

2
.2

1
.6

1
.3

0
.8

2
.0
以

下
6
-
3

低
炭

素
社

会
の

実
現

B

住
民

福
島

県
環

境
ア
プ
リ
登

録
件

数
（
累

計
）

件
-

9
3

2
0
5

3
1
7

3
8
9

4
8
1

8
0
0

住
民

環
境

学
習

開
催

回
数

回
-

2
1

1
1

1
5

住
民

ご
み

総
排

出
量

ｔ
6
,4
9
5

6
,8
3
3

7
,3
9
2

7
,0
1
0

7
,1
1
3

6
,9
9
5

6
,1
4
2
 

住
民

村
民

一
人
１
日

当
た
り
ご
み

排
出
量

ｇ
8
9
4

9
2
6

9
9
9

9
4
2

9
4
9

9
3
2

8
4
6

住
民

リ
サ

イ
ク
ル

率
％

1
1
.1

8
.4

8
.2

8
.4

8
.3

1
1
.8

1
1
.0

住
民

生
ご
み

処
理

機
等

購
入

補
助

件
数
（
累

計
）

件
-

-
2
0

4
4

8
0

1
2
9

1
0
0

方
向
性

方
向
性

6
-
3

住
民

C
O
2
排

出
削

減
（
公

共
施

設
）

t-
C
O
2

2
,5
8
1

2
,1
2
2

1
,9
0
6

2
,0
0
5

1
,9
0
3

2
,0
8
1

2
,4
2
7

6
-
1
-1

循
環

保
全

活
動

の
活

性
化

維
持
・
継

続

6
-
1
-2

環
境

教
育

の
推
進

維
持
・
継

続

6
-
2
-1

ご
み

の
減

量
化

の
促
進

拡
大
・
拡

充

6
-
2
-2

ご
み

・
し
尿

の
適

正
処
理

維
持
・
継

続

6
-
3
-1

省
エ
ネ
ル

ギ
ー
の

促
進

維
持
・
継

続

6
-
3
-2

再
生

可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の

普
及

促
進

拡
大
・
拡

充

令
和

８
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
７
年

度
実

績
）

む
ら
づ
く
り
指
標
（令

和
７
年
度
実
績
）

基
本
施

策
評
価

6
-
1

循
環

型
社

会
の

推
進

基
本
施
策
の
評
価

環
境

学
習

開
催

回
数

が
増
え
て
い
な
い

ご
み

排
出
に
つ
い
て
目

標
に
程

遠
い
状

況
で
あ
る

Ｒ
３
以

降
、
横

ば
い
で
推

移
し
て
い
る
。

6
-
2

個
別

施
策
名

個
別

施
策
名

個
別
施
策
の
方
向
性
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基
本

目
標
７
　
安

全
が

守
ら
れ
、
災

害
に
強
い
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標
名

単
位

基
準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

総
務

「
＠

in
fo
C
an
al
」
ア
プ
リ
登

録
者

数
（
累

計
）

人
-

5
,2
2
3

6
,9
3
4

8
,0
9
0

8
,6
6
9

9
,4
0
5

1
0
,0
0
0

7
-
1

防
災

対
策

・
消

防
体

制
の

充
実

B

総
務

消
防

団
員
数

人
3
1
0

2
6
8

2
6
6

2
6
7

2
6
5

2
5
6

3
3
0

7
-
2

C

総
務

消
防

力
充

足
率

％
8
6
.0

8
4
.0

8
4
.0

8
4
.0

8
4
.0

6
9
.7

8
8
.0

総
務

消
防

水
利

の
充

足
率

％
8
9
.0

9
3
.0

9
3
.0

9
3
.0

9
3
.0

8
1
.0

9
4
.0

総
務

防
災

備
蓄

品
備

蓄
率

％
-

9
5
.7

1
0
0.
0

2
3
.0

3
1
.0

3
7
.0

1
0
0.
0

住
民

交
通

事
故

発
生

件
数

件
7
9

2
4

2
1

3
4

4
2

7
0

1
9
以

下
 

住
民

刑
法

犯
罪

認
知

件
数

件
1
5
3

9
4

1
0
1

1
4
0

1
6
8

1
3
8

8
1
以

下

住
民

防
犯
カ
メ
ラ
設

置
件

数
（
累

計
）

件
-

4
6

9
1
2

1
5

1
0

方
向
性

方
向
性

7
-
1
-1

防
災

意
識

の
啓
発

維
持
・
継

続

7
-
1
-2

情
報

伝
達

体
制

の
普

及
促

進
及
び
充

実
強
化

維
持
・
継

続

7
-
1
-3

防
災

拠
点
・
設

備
の

整
備

維
持
・
継

続

7
-
1
-4

治
山
・
治

水
対
策

維
持
・
継

続

7
-
1
-5

危
機

管
理

体
制

の
強
化

維
持
・
継

続

7
-
1
-6

消
防

体
制

の
強
化

維
持
・
継

続

7
-
1
-7

地
域
に
お
け
る
防

災
活
動

支
援

維
持
・
継

続

7
-
2
-1

防
犯
に
対

す
る
意

識
啓
発

維
持
・
継

続

7
-
2
-2

交
通

安
全
に
対

す
る
意

識
啓

発
維

持
・
継

続

7
-
2
-3

防
犯
・
交

通
安

全
施

設
の

整
備

維
持
・
継

続

7
-
2
-4

地
域
で
見

守
る
体

制
の
構

築
維

持
・
継

続

7
-
2
-5

相
談

窓
口

の
周
知

維
持
・
継

続

令
和

８
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
７
年

度
実

績
）

む
ら
づ
く
り
指
標
（令

和
７
年
度
実
績
）

基
本
施

策
評
価

7
-
1

防
犯

・
交

通
安

全
の

推
進

基
本
施
策
の
評
価

消
防

団
員

が
確

保
で
き
て
い
な
い

事
故
、
犯

罪
共
に
件

数
が

増
加
し
て
い
る

個
別

施
策
名

個
別

施
策
名

7
-
2

個
別
施
策
の
方
向
性
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基
本

目
標
８
　
共
に
考
え
、
協

働
す
る
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標
名

単
位

基
準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

総
務

村
公

式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ク
セ
ス
数

回
1
9
9,
1
9
7

3
7
7,
4
9
9

3
8
3,
6
0
8

5
8
7,
0
2
0

7
2
1,
5
0
6

7
7
2,
9
7
1

3
9
0,
0
0
0

8
-
1

協
働

に
よ
る
む
ら
づ
く
り
の

推
進

B

総
務

各
S
N
S
フ
ォ
ロ
ワ
ー
数

人
-

2
,7
0
3

3
,2
5
1

3
,4
0
4

3
,9
2
2

5
,3
8
7

5
,9
0
0

8
-
2

A

総
務

行
政

座
談

会
参

加
人
数

人
1
0
9

0
0

3
0

5
0

6
2
0
0

8
-
3

電
子

自
治

体
の

推
進

A

総
務

行
政

区
加

入
率

％
7
4
.9

7
0
.8

6
8
.2

6
7
.2

6
6
.9

6
5
.4

7
5
.0

企
財

財
政

力
指

数
（
３
年

平
均
）

0
.8
9

0
.9
5

0
.9
4

0
.9
8

1
.0
6

1
.1
2

0
.9
2

企
財

経
常

収
支

比
率
（
臨

財
債

含
む
）

％
8
6
.2

8
5
.3

8
0
.0

7
2
.8

7
4
.0

7
3
.4

8
6
.2

 
企

財
実

質
公

債
費

比
率
（
３
年

平
均
）

％
1
0
.1

3
.3

3
.1

3
.3

3
.4

3
.2

4
.5

地
振

ふ
る
さ
と
納

税
寄

付
額

千
円

-
2
4
,4
6
7

1
4
,4
4
1

3
1
,9
5
6

7
7
,9
7
4

6
9
,7
5
2

3
8
,0
0
0

住
民

マ
イ
ナ
ン
バ

ー
カ
ー
ド
保

有
率
（
R
6
か

ら
）

％
-

3
4
.6

6
6
.2

7
9
.1

8
0
.4

8
3
.7

1
0
0.
0

方
向
性

方
向
性

企
財

オ
ン
ラ
イ
ン
手

続
き
が

可
能
な
申

請
等
の

件
数
（
累

計
）

件
-

-
3
1

3
1

3
1

3
1

3
1

8
-
1
-1

情
報

共
有
・
情

報
発
信

維
持
・
継

続

8
-
1
-2

多
様
な
活

動
主

体
と
の

連
携

維
持
・
継

続

8
-
1
-3

村
民

参
画

機
会

の
拡
充

維
持
・
継

続

8
-
2
-1

効
果

的
・
効

率
的
な
施

策
・

事
業

の
推
進

維
持
・
継

続

8
-
2
-2

健
全
な
財

政
運
営

維
持
・
継

続

8
-
2
-3

広
域

連
携

の
推
進

維
持
・
継

続

8
-
2
-4

計
画

的
な
施

設
・
設

備
の

更
新

維
持
・
継

続

8
-
3
-1

行
政

手
続

の
デ
ジ
タ
ル

化
の

推
進

維
持
・
継

続

8
-
3
-2

W
e
b
会

議
や
リ
モ
ー
ト
ワ
ー

ク
の

環
境

整
備

拡
大
・
拡

充

8
-
3
-3

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対

策
の

推
進

維
持
・
継

続

令
和

８
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
７
年

度
実

績
）

む
ら
づ
く
り
指
標
（令

和
７
年
度
実
績
）

基
本
施

策
評
価

持
続

可
能

な
む
ら
づ
く
り
の

推
進基
本
施
策
の
評
価

行
政

区
加

入
率

が
年

々
減

少
し
て
い
る

財
政

指
標

良
好
で
あ
る

個
別

施
策
名

個
別

施
策
名

8
-
1

8
-
2

8
-
3

個
別
施
策
の
方
向
性マ

イ
ナ
ン
バ

ー
カ
ー
ド
保

有
率

が
全

国
平
均

（
8
2.
1
％

）
を
上

回
っ
て
い
る
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